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「図表でみる教育：OECD インディケータ」は、世界の教育の状況に関する、正確で適切な信頼

できる情報源であり、OECD加盟国34ヶ国及びパートナー諸国における教育制度の構造、財政、

及び成果に関するデータを提供するものである。 
 

日本 
 
本カントリーノートは、「図表でみる教育：OECD インディケータ」2015 年版において取り上げ

られている 6 つの主要なトピックに焦点を当てている。これらのトピックとは、「学歴、技能、

労働市場への参加」、「教育と労働市場における公平性」、「教育財政」、「教員」、「高等教

育（新たな国際教育標準分類（ISCED2011）の分類に基づく）」、「幼児教育から後期中等教育

まで」である。 
 
「『図表でみる教育 2015 年版』日本に関する主要統計」の表は、日本及び OECD 平均の数値を

まとめたものである。 

 
 

学歴、技能、労働市場への参加  

学歴が高いほど就業率が高く、所得も高い。 

学士・修士・博士号を有している成人の 2014 年の就業率は、短期の高等教育や高等教育以外の

中等後教育を修了した成人の場合が 76%だったのに対し、86%であった。日本の高等教育修了者

の 2013 年の所得は後期中等教育を最終学歴とする成人より 52%（OECD 平均は 60%）高く、後

期中等教育未修了者の所得は後期中等教育修了者のそれより 22%（OECD 平均は 23%）低かった。 
 

高等教育修了者の相対所得は、年齢の高い成人や技能の高い者ほど高い。 

高等教育修了者の相対所得は、すべての OECD 加盟国において、若年齢層より高年齢層の方が高

い。日本では、高等教育を修了した高年齢層（55～64 歳）の所得は、後期中等教育を最終学歴

とする同年齢層より 77%（OECD 平均は 77%）高いのに対し、高等教育を修了した若年齢層

（25～34 歳）の場合は 36%（OECD 平均は 41%）高かった。 

 
一般に OECD 加盟国では、どの教育水準においても、技能の習熟度が高いほどプラスの見返りが

ある。また学歴が高いほどその見返りはさらに大きくなる。日本では、後期中等教育未修了者で

数的思考力の習熟度がレベル 1 以下の成人より、習熟度は同じであっても後期中等教育や高等教

育以外の中等後教育を修了している成人の方が所得は 10%高く、また、学歴が同程度であっても

習熟度がより高い成人の方が所得は 28%高い。高等教育を修了していて数的思考力が最低レベル

の成人の所得は、参照グループ（後期中等教育未修了者で数的思考力の習熟度がレベル 1 以下の

成人）の人々より 11%高く、高等教育を修了していて数的思考力が最高レベルの成人の所得は
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56%高い。読解力についても結果は同様だが、日本は、高等教育修了者の読解力の習熟度が上が

ることによる時間給の増加幅が 4 番目に小さい（OECD 平均の 48%に対し、日本は最大 29%）。 
 

図 1：学歴および数的思考力の習熟度別時間給の差（2012 年） 

成人力調査、25～64 歳の就学していない成人、 

参照カテゴリーは後期中等教育未修了者で数的思考力の習熟度がレベル 1 以下の成人 

 
Source: OECD. Table A9.2 (N).  
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm). 
1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933283811 (Education at a Glance 2015, Chart A9.3) 

 

学歴は情報通信技術（ICT）を活用した問題解決能力とも関連している。 

ICT を活用した問題解決能力が高い人口の割合は、学歴とともに上がる。後期中等教育未修了で

ICT を活用した問題解決能力が高い成人の割合は、OECD 平均で 7%である（日本は 8%）。この

割合は、後期中等教育または高等教育以外の中等後教育修了者の場合には 25%（日本は 24%）、

高等教育修了者では 52%（日本は 49%）に上がる。 

 

 

 

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933283811


日本 – カントリーノート – 図表でみる教育：OECD インディケータ 2015 年版 

© OECD 2015   3 

教育と労働市場における公平性 

日本では教育の多くの分野でも労働市場でも、依然として男女格差が観察される。高等教育初回
卒業者に占める女性の割合は特に低い。 

日本では、後期中等教育の初回卒業率は男女ともに高い（男性 96%、女性 98%）が、高等教育

段階では大幅な男女差がある。2014 年の 25～34 歳の年齢層の高等教育の学歴取得率を見ると、

日本では男性の割合（OECD 平均 36%に対し、42%）が女性の割合（OECD 平均 46%に対し、

31%）より高い。男性の学歴取得率の方が女性よりも高い国は、OECD 加盟国ではわずか 3 か国

しかない。  

図 2： 25～34 歳の高等教育修了率、男女別（2014 年） 
 

 
 
Source: OECD. Table A1.4b.  
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm). 
1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933283820 (Education at a Glance 2015, Chart A10.1) 

 
日本では、2013 年の高等教育初回修了者の 51%は女性だったが（OECD 平均は 57%）、修了者

に占める女性の割合は高等教育の課程が上がるほど低下する。短期高等教育課程では初回修了者

の 62%が女性だったのに対して、学士（または同等の）課程では 45%、修士（または同等の）

課程では 33%、博士（または同等の）課程では 30%だった。学士、修士、博士（または同等）

のいずれの課程でも、日本は女性の占める割合が OECD 加盟国で最も低い。 
 

女性の就業率は男性よりはるかに低く、特に高等教育修了者で顕著である。 

他の OECD 加盟国同様、日本でも女性は男性より労働市場に参加する傾向が弱い。日本の女性就

業率は依然として同じ学歴の男性の就業率より大幅に低い。後期中等教育未修了者の場合、男性

の就業率は 87%であるが、女性の就業率は 65%に過ぎない（しかし、日本のこれらの女性の就

業率は OECD 平均の 47%よりはるかに高い）。高等教育（短期課程を除く）の学位取得者の場合、

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933283820
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男性の就業率が約 90%であるのに対し、女性の就業率は 71%である（OECD 平均の 79%を大幅

に下回っている）。日本では失業率が全体的に低いことを考えると、女性のうち相当な割合が労

働市場に参加していないものと見られる。 

OECD 加盟国平均で見ると、雇用所得のある高等教育修了者の相対所得には、大きな男女差はな

い。しかし、高等教育修了者の相対所得の男女差は国によって様々である。日本では、最終学歴

が違う女性の間の相対所得の格差は男性のそれより 10 パーセントポイント以上高いが、OECD

加盟国平均では、3 パーセントポイント低い。この差は、若年成人の場合にはさらに大きくなる。

25～34 歳の年齢層の場合、女性の相対所得の格差は男性のそれより 30 パーセントポイント以上

高い（高等教育を修了した女性の所得は後期中等教育を最終学歴とする女性より 61%多いのに対

し、高等教育を修了した男性の所得は後期中等教育を最終学歴とする男性より 31%多い）。この

差は OECD 平均（8 パーセントポイント）よりはるかに大きい。 
 

情報通信技術（ICT）を活用した問題解決能力と成人の教育・訓練参加には大きな男女差がある。 

特定分野の習熟度を見ても男女差は大きい。「2012 年成人力調査」によると日本では、ICT を

活用した問題解決能力が高い成人の割合は、男性が 40%（OECD 平均は 34%）であるのに対し、

女性は 27%（OECD 平均は 29%）である。この男女差は、データのあるすべての OECD 加盟国の

中で最も大きい。 

成人教育にはこのような技能の男女差を縮小する可能性があるが、日本では成人の教育・訓練へ

の参加は比較的少なく、さらに男女差がある。2012 年の調査によると、日本では過去 12 か月間

に雇用主が提供している教育に参加したことがあると回答した被雇用者の割合が約 41%で、

OECD 加盟国で最も低い 5 か国のうちの一つ（OECD 平均は 49%）だった。日本では、男性の 45%

が教育に参加したのに対し、女性の参加は 34%に過ぎず、参加率の男女差はデータのある OECD

加盟国の中で最も大きい。 

 

幼児教育から後期中等教育まで 

日本の就学前教育への参加率は高くまた増加しているが、就学前教育に対する支出（公財政支出
及び私費負担）の対 GDP 比は小さい。 

就学前教育への参加は、生徒の将来の成績に大きな影響を及ぼす可能性がある。これは、就学前

教育に少なくとも 1 年間参加したことのある生徒の成績は、生徒の社会経済的背景を考慮に入れ

たとしても、参加していない生徒の成績より良い傾向にあるからである。日本の就学前教育は通

常 3 年間である。就学前教育は義務化されていないが、2013 年には 3 歳児の 81%、4 歳児の

95%、5 歳児の 97%が就学前教育機関に在学しており、いずれの年齢児の在学率も OECD 平均

（3 歳児 74%、4 歳児 88%、5 歳児 95%）より高い。2005 年から 2013 年の間に、日本の 3 歳

児の在学率は 13 パーセントポイント上昇したが、他の多くの OECD 加盟国はこの年齢層の幼児

教育をさらに大幅に拡充したので、在学率の差は縮小した。 
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図 3：3 歳児および 4 歳児の幼児教育在学率（2013 年） 

 
 
Source: OECD. Table C2.1.  
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance- 19991487.htm). 
1 2http://dx.doi.org/10.1787/888933284184 (Education at a Glance 2015, Chart C2.1) 

 

 
日本は、就学前教育の在学率が高いにもかかわらず、その教育支出（公財政支出・私費負担）の

対 GDP 比は 0.2%で、OECD 平均の 0.6%を下回っている。この結果、児童 1 人当たりの公財政支

出・私費負担合計も OECD 平均より少ない（OECD 平均の 8,008 米ドルに対し、日本は 5,872 米

ドル1 ）。さらに、他の OECD 加盟国の場合とは異なり、就学前教育支出の大半は私費負担であ

る。就学前教育支出に占める公財政支出の割合は 44%である－これはデータのある OECD 加盟国

の中で最も低く、OECD 平均の 80%を大幅に下回っている。また、他の OECD 加盟国とは対照的

に、日本では就学前教育を受ける児童の大半が独立私立教育機関に在学している。2013 年の就

学前教育児童の私立機関在学率は 72%（OECD 平均は 15%）、国公立機関在学率は 28%（OECD

平均は 61%）だった。 
 

日本ではほぼすべての若者が（後期）中等教育を修了する。 

後期中等教育を修了することの重要性は、どの国でも増している。日本ではほぼすべての若者

（97%）がその生涯において後期中等教育を修了すると見込まれているが、この割合は OECD 平

均の 85%を大幅に上回っている。これらの生徒の大多数（75%）は後期中等教育の普通課程を修

了し、職業課程を修了するのは生徒の 4 人に 1 人（22%）に過ぎない（OECD 平均はそれぞれ

52%と 46%）。 

  

                                                      
1 購買力平価（PPP）による米ドル換算額。 

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-%2019991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933284184
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高等教育：短期課程、学士課程、修士課程、博士課程（新たな国際教育標準分類

（ISCED2011）の分類に基づく） 

日本では若者のほぼ 4 人に 3 人がその生涯において高等教育（主に短期課程または学士課程）を
卒業すると見込まれている。 

現在の卒業パターンを踏まえると、日本では現在の若者の 71%が生涯に少なくとも 1 度は高等

教育を修了することが見込まれる。これは、データのある OECD 加盟国で 3 番目に高い割合であ

る（OECD 平均は 50%）。生涯に学士課程を修了するであろう若者の割合（OECD 平均の 36%に

対し、日本は 45%）は、他のどの高等教育課程よりも多い。短期高等教育課程を修了する若者の

割合（25%）は OECD 平均（11%）より高い。 
 

図 4：高等教育初回卒業率（2013 年）

 

Source: OECD. Table A3.1.  
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm). 
1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933283460 (Education at a Glance 2015, Chart A3.1) 

 
それに対して、上級学位課程を修了する若者は比較的少ない。修士課程を修了するのはわずか 8%

（OECD 平均は 17%）、博士課程は 1.2%（OECD 平均は 1.7%）である。 
 

日本の高等教育機関の学生は高い授業料を支払う必要があるが、公的補助の恩恵を受ける学生は
少ない。 

日本は、高等教育段階の学生の大多数が私立教育機関に在学している数少ない OECD 加盟国の一

つである。2013 年には、高等教育段階の学生の 79%が私立教育機関に在学していたのに対し、

国公立教育機関に在学していた学生の割合は 21%だった（OECD 平均では私立が 31%、国公立が

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933283460
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69%）。これらの学生は、国公立でも私立でも、特に高額の授業料を請求されている。日本では、

学士課程の学生の場合、平均年間授業料は国公立が 5,152 米ドル（2014/15 年）、私立が 8,263

米ドル（2013/14 年）だった。これはデータのある OECD 加盟国で最も高額な国の一つである。

日本の高等教育機関に対する支出の約 52%は、家計からの支出である。 

多くの OECD 加盟国には学生の学費負担をサポートする学生支援制度があるが、日本は制度の整

備が比較的遅れている。日本では、成績は優秀だが学費を負担するのが難しい一部の学生は、授

業料や入学金の減額や全額免除の恩恵を受けることができる。しかし、大半の学生とその家族は

重い資金負担を迫られる。日本の高等教育機関の学生は民間ローンより低利の公的貸与補助の恩

恵を受けることができるが、卒業時に多額の債務を課すこれらの貸与補助を利用している学生は

38%のみである。 
 

日本は依然として魅力的な留学先であるが、海外に留学する日本人学生の割合は少ない。 

2013 年時点で、高等教育段階の外国人留学生の 3.4%は日本への留学生だった。これは留学先と

して 7 番目に多い。これらの留学生のほとんどはアジア出身で（93.5%）、主として中国や韓国

などの近隣諸国（79%）から来ている。他の大半の国々と同様、外国人留学生の割合は、最上級

課程が格段に高かった。日本の場合、2013 年の博士（または同等の）課程の学生の 19%が外国

人留学生だったのに対して、修士（または同等の）課程では 8%（OECD 平均は 14%）、学士課

程では 3%（OECD 平均は 6%）だった。 

それに対して、2013 年に高等教育段階の日本人学生のうち外国に留学していたのは 1%未満だっ

た。その半分以上が米国に留学しており（56.4%）、以下、英国（9.3%）、オーストラリア

（5.2%）、ドイツ（5.0%）、フランス（4.1%）、韓国（3.5%）、カナダ（2.5%）が続いている。 

 
教育財政 

在学者 1 人当たりの公財政支出・私費負担は OECD 平均を上回っているが、（公的・私的財源か
らの）教育支出の対 GDP 比は依然として OECD 平均を下回っている。 

日本では、初等教育から高等教育までの教育機関に対する在学者 1 人当たりの公財政支出・私費

負担は、2012 年は 1 万 1,671 米ドルであり、OECD 平均の 1 万 220 米ドルを上回った。日本の

在学者 1 人当たりの公財政支出・私費負担は、どの教育段階でも OECD 平均を上回っており、初

等教育段階では 8,595 米ドル（OECD 平均 8,247 米ドル）、中等教育段階では 1 万 170 米ドル

（OECD 平均 9,518 米ドル）、高等教育段階では 1 万 6,872 米ドル（OECD 平均 1 万 5,028 米ド

ル）である。日本の教育機関への在学者 1 人当たり公財政支出・私費負担は、国民 1 人当たり

GDP の 33%で、OECD 平均は 27%である。 

在学者 1 人当たり公財政支出・私費負担が増加したにもかかわらず、日本では教育支出の公財政

支出・私費負担総額の対 GDP 比は低い。2012 年に日本は初等教育から高等教育までの教育支出

（公財政支出及び私費負担総額）に GDP の 5.0%を費やしたが、これは OECD 平均の 5.3%を下

回っている。高等教育への支出（公財政支出及び私費負担総額）の対 GDP 比は OECD 平均と同

じ（1.5%）であるが、初等教育、中等教育、高等教育以外の中等後教育への支出の対 GDP 比

（2.9%）は、OECD 平均（3.7%）を大幅に下回っている。 
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教育支出の大半は公財政支出によって賄われているが、高等教育の私費負担割合は OECD 加盟国
で最も高い国の一つである。 

OECD 加盟国平均で、初等教育機関から高等教育機関に至るまで教育機関に対する支出の 83%が

公財政支出で賄われている。日本は公財政教育支出の割合（70%）が最も低い国の一つであるが、

これは主に高等教育の私費負担（高額の授業料）の割合が高いことによる（OECD 加盟国平均

30.3%に対し、日本は 65.7%）。 

初等、中等、高等教育以外の中等後教育の全段階で、公財政支出の割合は 2005 年から 2013 年

の間に若干上昇した（2013 年は 93%）が、これは、国公立高校の授業料無償化と私立高校の生

徒への就学支援金を柱とする政策が 2010 年 4 月に導入されたことなどによるものである。 

図 5：教育機関に対する支出の私費負担割合（2012 年） 

 

Source: OECD. Table B3.1. 
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm). 
1 2http://dx.doi.org/10.1787/888933283989 (Education at a Glance 2015, Chart B3.1) 

 

 

日本では 2008 年から 2012 年の間に初等教育から高等教育に対する公財政教育支出が増加した

が、公財政支出総額がさらに大幅に増加したので、教育支出が公財政支出総額に占める割合は若

干（3%）減少した。 

 
  

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933283989


日本 – カントリーノート – 図表でみる教育：OECD インディケータ 2015 年版 

© OECD 2015   9 

教員 

多くの教員は問題解決のための高い ICT 技能を有しているが、教員の多くは指導用の ICT 分野に
おける職能開発の必要性を感じている。 

日本の教員は高い ICT 技能を有しているように見えるが、仕事のための ICT 技能に関してはあま

り自信を持っていない。「2012 年成人力調査」によると、日本の初等教育および中等教育の教

員で ICT を活用した問題解決に中程度または高い技能を有していると回答した成人の割合は 85%

だったが、OECD 平均は 83%だった。しかし、職務をこなすのに必要なコンピュータ技能を有し

ていると回答した人の割合は 63%にとどまっており、これは比較可能なデータのある OECD 加盟

国中最も低い（OECD 平均は 87%）。これは、OECD の「2013 年国際教員指導環境調査

（TALIS）」において、日本の前期中等教育の教員の 26%が指導用の ICT 技能の職能開発が必要

と感じると回答している理由の一端である可能性がある（OECD 平均は 18%）。ただし、日本の

教員は総じてすべての調査対象分野で必要性を感じると回答した割合が高い（OECD、2014）。 

これらの結果は、日本では授業で ICT が比較的利用されていないことと関係している可能性があ

る。日本の前期中等教育の教員で、生徒が課題や授業のために ICT を「頻繁に」あるいは「すべ

てまたはほぼすべての授業で」利用していると回答した人の割合はわずか 10%であり、これは比

較可能なデータのある OECD 加盟国中最も低い。2012 年の「OECD 生徒の学習到達度調査

（PISA）」において、日本の生徒の 62%が学校でインターネットを全く利用していないと回答し

たが、これは OECD 加盟国で 3 番目に高い数字である。 
 

日本の教員は大規模学級を管理運営しており、法定勤務時間は平均を上回っている。 

日本の初等教育と前期中等教育の学級規模は OECD 加盟国中最も大きい方である。2013 年には、

国公立の学校の場合（初等教育段階では児童の 99%、前期中等教育では生徒の 93%が在学）、

初等教育段階の平均学級規模は 27 人でデータのある OECD 加盟国で 3 番目に大きく（OECD 平

均は 21 人）、前期中等教育では 32 人で OECD 加盟国で 2 番目に大きい（OECD 平均は 24 人）。

私立学校の学級規模はさらに大きく、初等教育で 30 人（OECD 加盟国で 2 番目に大きい；OECD

平均は 21 人）、前期中等教育で 34 人（OECD 加盟国で最大、OECD 平均は 22 人）だった。 

一般に学級規模が大きくなると、授業や学習ではなく秩序の維持に費やす学級時間が多くなるも

のだが、日本の教員は大規模学級で教えているにもかかわらず、授業や学習に OECD 加盟国平均

と同程度の時間を充てている。さらに、学級の中で問題行動がある生徒の割合が 10%を超えると

回答した教員の割合も OECD 平均を下回っている。 

日本の教員は、初等、前期中等、後期中等教育段階では、法定勤務時間数が平均を上回っている。

2013 年には、日本の国公立学校の教員の法定勤務時間数はこれらの教育段階すべてで年間 1899

時間だったのに対して、OECD 平均は 1600 時間（初等教育）～1618 時間（前期中等教育）であ

った。さらに、日本では法定勤務時間に占める授業時間の割合が比較的小さい（初等教育が 39%、

前期中等教育が 32%、後期中等教育が 27%；OECD 平均はそれぞれ 49%、41%、40%）。これ

は、多くの時間が授業の準備、生活指導、生徒指導、教員会議といった授業以外の活動に費やさ

れていることを表している。 
 

日本の教員の法定給与は勤続 10 年で OECD 平均を上回るが、他のほとんどの OECD 加盟国とは
逆に 2005 年以降減少している。 
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日本の教員給与は初等、前期中等、後期中等教育段階を通してあまり差がない。初等教育と中等

教育の教員の初任給は OECD 平均より低いが、勤続 10 年の教員給与は初等、中等教育とも

OECD 平均と同程度かそれを上回っている（初等教育で 9%、前期中等教育で 5%上回り、後期中

等教育では OECD 平均と同水準）。また、最高給与は OECD 平均を大幅に上回っている（初等教

育で 25%、前期中等教育で 21%、後期中等教育では 18％）。日本は、初等、中等教育における

最高給与の初任給に対する比率が OECD 加盟国で最も大きい国の一つであり、法定の最高給与は

初任給の 2 倍を超える（OECD 加盟国平均は約 65%増）。ただし、最高給与に到達するまでの期

間は比較的長い（OECD 平均 24 年に対し、日本は 34 年）。 

しかし、日本では近年、教員の法定給与は減少した。初等、中等教育の勤続年数 15 年の教員の

給与は、2005 年から 2013 年の間に 6%減少したのに対して、OECD 加盟国平均では、教員の法

定給与は初等教育で 3%、前期中等教育で 2%、後期中等教育で 1%増えている。 

図 6：前期中等教育の教員の勤続年数と給与（2013 年） 

国公立教育機関における教員の年間法定給与、購買力平価による米ドル換算額 

 

 
 
Source: OECD. Table D3.1a, and Table D3.6a, available on line. 
See Annex 3 for notes (www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm). 
1 2 http://dx.doi.org/10.1787/888933284469 (Education at a Glance 2015, Chart D3.2) 

 

  

http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/888933284469
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表 インディケータ 日本 OECD平均

在学率 2013 2013

C2.1 （幼児教育に在学している）3歳児 81% 74%

25～64歳人口の最終学歴 2014 2014

後期中等教育未満 ** 24%

後期中等教育または高等教育以外の中等後教育 ** 43%

高等教育 ** 34%

25～64歳人口の最終学歴（高等教育の内訳） 2014 2014

短期高等教育 21% 8%

学士（または同等） 28% 16%

修士（または同等） ** 11%

博士（または同等） ** 1%

進学・卒業率 2013 2013

C3.1
生涯に少なくとも1度は高等教育に進学することが見込まれる現

在の若者の割合
78% 67%

A3.1
生涯に学士号（または同等の学位）を取得することが見込まれ

る現在の若者の割合
45% 36%

25～64歳人口の失業率 2014 2014

後期中等教育未満 ** 12.8%

後期中等教育および高等教育以外の中等後教育 ** 7.7%

高等教育 ** 5.1%

25～64歳人口の高等教育修了者の平均的な相対所得

（後期中等教育修了者＝100）
2013 2013

短期高等教育 ** 125

学士（または同等） ** 157

修士、博士（または同等） ** 214

高等教育全体 152 160

15～29歳人口のニート（就業せず、教育も訓練も受けていな

い者）の割合
2014 2014

男性 6% 13.2%

女性 7.2% 17.9%

在学者1人当たり年間支出額（米ドル換算、PPPベース） 2012 2012

初等教育 8595 USD 8247 USD

中等教育 10170 USD 9518 USD

高等教育（研究開発活動を含む） 16872 USD 15028 USD

初等から高等教育機関に対する支出総額 2012 2012

B2.2 対GDP比 4.5% 5.2%

初等から高等教育機関への公財政支出 2012 2012

B4.2 公財政支出総額に占める割合 8.8% 11.6%

教員1人当たりの生徒数 2013 2013

初等教育 17人 15人
中等教育 13人 13人

教員の実際の平均給与 2013 2013

就学前教育機関の教員 ** 37798 USD

初等教育機関の教員 ** 41248 USD

前期中等教育機関の教員（普通課程） ** 43626 USD

後期中等教育機関の教員（普通課程） ** 47702 USD

D3.4

参照年は引用年またはデータを入手可能な直近年。

** このデータの詳細は、資料元の表を参照のこと。
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